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会計 一　般　会　計 所管課 子育て支援課

款 民　生　費
事業名 ひとり親家庭入学支度金事業

項 児童福祉費

目 母子福祉費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 570 560 560 560 ▲ 10

財
源
内
訳

国 0

県 285 280 280 280 ▲ 5

市債 0

その他 0

一般財源 285 280 280 280 ▲ 5

事業
概要

配偶者がいない父または母が養育している児童（所得税非課税世帯に限
る）の小中学校入学に際し、入学支度金を助成する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

ひとり親家庭児童の入学費用を助成することにより、児童の健全育成を図
る。

その他

現状と
背景

ひとり親家庭においては、入学費用を含む教育費が家計の負担となってい
る。
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て支援課

款 民　生　費
事業名 母子生活支援施設措置費

項 児童福祉費

目 母子福祉費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 2,857 5,875 5,874 ▲ 79 5,795 2,938

財
源
内
訳

国 1,424 2,927 ▲ 40 2,886 1,462

県 712 1,463 1,463

2,926

▲ 20 1,443 731

市債 0

その他 0 132 132 ▲ 119 13 13

一般財源 721 1,353 1,353 100 1,453 732

事業
概要

配偶者のない女子又は、これに準じる事情にある女子及びその者の監護
すべき児童を母子生活支援施設に入所させ、これらの者を保護する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

母子の保護と生活の安定を図るとともに、自立促進へ向けての援助を行う。

その他

現状と
背景

離婚の増加、ＤＶ問題の深刻化に伴い、母子生活支援施設への入所相談
は増加傾向にある。
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て支援課

款 民　生　費
事業名 高等職業訓練促進給付金等事業

項 児童福祉費

目 母子福祉費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 2,500 1,250 1,250 1,250 ▲ 1,250

財
源
内
訳

国 1,875 937 937 ▲ 938

県

937

0

市債 0

その他 0

一般財源 625 313 313 313 ▲ 312

事業
概要

ひとり親家庭の母又は父が経済的自立に効果的な資格を取得するため２
年以上の養成機関で修業する場合において、高等職業訓練促進給付金
および高等職業訓練修了支援給付金を支給する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

修業期間中の生活費の負担を軽減することにより資格取得を容易にし、ひ
とり親家庭の母又は父の経済的自立を促進する。

その他

現状と
背景

ひとり親家庭の母又は父が資格取得を目指す場合、取得までの間の生活
費・学費等、経済的に困難さを伴う場合が多い。児童扶養手当の補完施策
として行われている。
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て支援課

款 民　生　費
事業名 母子福祉小口貸付事業

項 児童福祉費

目 母子福祉費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 300 300 300 300 0

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 300 300 300 300 0

一般財源 0 0 0 0 0

事業
概要

境港市連合母子会が、母子家庭等に対し生活の安定を維持するために必
要な緊急資金を貸し付けるための元金を貸し付ける。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

母子家庭の経済的自立と生活の安定を図り、あわせてその扶養する児童
の福祉を増進する。

その他

現状と
背景

母子家庭の多くが低所得世帯であり、緊急に資金が必要になった場合捻
出が難しい。
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て支援課

款 民　生　費
事業名 境港市連合母子会運営補助金

項 児童福祉費

目 母子福祉費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 23 23 23 23 0

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 23 23 23 23 0

事業
概要

境港市連合母子会運営費の助成
今年度
見直し
事 項

事業
目的

境港市連合母子会の運営費を助成することにより、母子家庭の生活向上と
児童の健全育成を図る。

その他

現状と
背景

母子の相互扶助団体として、境港市連合母子会は母子世帯の生活向上に
寄与している。
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て支援課

款 民　生　費
事業名 高等職業訓練促進継続給付金事業

項 児童福祉費

目 母子福祉費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 0 1,200 0 0 0

財
源
内
訳

国 0

県 600 0

市債 0

その他 0

一般財源 0 600 0 0 0

事業
概要

ひとり親家庭の母又は父が経済的自立に効果的な資格を取得するため、２
年以上の養成機関で修業する場合における３年目以降について、高等職
業訓練促進継続給付金を支給する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

修業期間中の生活費の負担を軽減することにより資格取得を容易にし、ひ
とり親家庭の母なたは父の経済的自立を促進する。

その他

現状と
背景

ひとり親家庭の母又は父が資格取得を目指す場合、取得までの間の生活
費・学費等、経済的に困難さを伴う場合が多い。高等職業訓練促進給付金
事業は、上限が２年と限られており、３年以上修業するひとり親家庭の母又
は父の経済的負担は大きいものとなっている。


